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４－１
 

高度成長の開始

関連年表

1955年

1.18
 

政府、総合経済６カ年計画

 決定

1.－この年春闘始まる

7.11
 

石油化学工業育成対策決

 定

8.10
 

石炭鉱業合理化臨時措置

 法公布

9.10
 

日本のガット加盟発効

11.15
 

保守合同により自由民主

 党成立

‡

▲倉敷市観光website提供

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「第１次鳩山内閣（1954.12.10-55.3.19）」
「石橋内閣（1956.12.23-57.2.23）」

の写真を省略させていただきます。



保守合同
 

－－５５年体制

党派名 当選者 （改選前） 得票率（％）

日本民主党 185 124 36.6

自由党 112 180 26.6

左派社会党 89 74 15.3

右派社会党 67 61 13.9

労働者農民党 4 5 1

日本共産党 2 1 2

諸派 2 10 1.3

無所属 6 1 3.3

計 467 456 100

第２７回衆議院議員選挙結果（1955.2.27)

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「自由民主党結成大会（1955.11.15）」
「社会党統一大会（1955.10.13）」

の写真を省略させていただきます。
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４－１
 

高度成長の開始

関連年表
1956年

6.11 工業用水法公布
6.15 機械工業振興臨時措置法公布
10.19 日ソ国交回復交渉妥結
12.18 国連総会、日本の加盟を承認

1957年
1.7

 

電力制限全国化
1.25 熊本大学医学部、水俣病の原因は

 
新日本窒素の排水に原因と発表

5.2

 

輸出検査法公布
6.11

 

電子工業振興臨時措置法公布
6.14

 

第一次防衛力整備３カ年計画
10.4

 

政府、独占禁止法審議会設置
1958年

4.24

 

繊維工業設備審、過剰織機対策

 
決定

9.26

 

伊勢湾台風来襲

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「第１次岸内閣（1957.2.25-58.6.10）」

「３Ｃ時代」

の写真を省略させていただきます。



三種の神器－－家電

耐久消費財の普及へ

白黒テレビ

冷蔵庫

洗濯機

‡

▲高度経済成長期の三種の神器
（電気の史料館所蔵）



洗多苦からの解放

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「電気冷蔵庫」
「電気洗濯機」

の写真を省略させていただきます。
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４－１
 

高度成長の開始

1959年

3.13
 

大蔵省、貿易為替自由化

 方針決定

12.11
 

三井鉱山、指名解雇通

 告、三池争議始まる、60年９月妥

 結

1960年

1.5
 

政府、貿易為替自由化促

 進閣僚会議設置

1.19
 

日米安全保障条約調印

6.19
 

新安保条約自然承認

年月日 中央集会
・デモ

地域集会（デモ） 実力行使（スト・時

 

間内職場大会）

第一次

第二次

第三次

第四次

第五次

第六次

第七次

第八次

第九次

第十次

第十一次

第十二次

第十三次

第十四次

第十五次

第十六次

第十七次

第十八次

第十九次

第二十次

第二十一次

1959.4.15

5.16

6.25

7.25

8.6

9.8

10.20 

11.27

12.10 

12.22

1960.1.14

 
-1.16

2.25

3.19

4.1-4.7

4.15

4.26

5.14

5.20 

5.26

6.4

6.11

6.15

6.18

6.22

6.25

7.2

7.14

5000

―

9000

―

9000

1500

―

25000

―

2000

13000

5000

18000

―

―

30000

21000

36000

73000

30000

97000

71000

134000

57000

2000

40000

21000

11000(6000)

6000(4000)

99000(76000)

47000(35000)

10600(49000)

66000(50000)

93000(不明）

243000(211000)

218000(211000)

61000(58000)

157000(148000)

102000(61000)

77000(57000)

32000(25000)

48000(40000)

203000(190000)

83000(53000)

200000（不明）

202000(183000）

459000(446000)

328000(322000)

447000(413000)

313000(308000)

271000(256000)

25000(20000)

139000

58000(53000)

49000(15000)

62000(2700)

364000(252000)

158000(131000)

128000(18000)

399000(247000)

349000(193000)

614000(466000)

526000(380000)

116000(51000)

61000(8000)

237000(89000)

113000(18000)

137000(77000)

143000(39000)

180000(63000)

―（―）

288000(183000)

354000(236000)

904000(64000)

―（―）

719000(577000)

176000(173000)

661000(572000)

―（―）

10000(4000)

100000(73000)

安保反対国民会議の統一行動参加者の規模

公安調査庁『安保闘争の概要』を参考に作成
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４－１
 

高度成長の開始

三池争議

安全保障条約反対運動

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「三池争議」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「安全保障条約反対運動」

の写真を省略させていただきます。
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４－１
 

高度成長の開始 1960年
4.－

 
ソニー、トランジスタテレビ発

 売
5.19 経済審議会、所得倍増計画基

 本方針決定
6.24

 
閣僚会議、貿易為替自由化

 計画決定
12.27

 
政府、国民所得倍増計画決

 定
1961年

6.12
 

農業基本法公布
1962年

5.10
 

新産業都市建設促進法公布
5.11

 
石油業法公布

10.－
 

キューバ危機
1963年

2.5
 

IMF理事会、日本の８条国移

 行勧告、64年４月実施
3.22

 
政府、特定産業振興法案決

 定
1964年

10.10
 

東京オリンピック開催

池田勇人（1899-1965 ）
写真：ウィキペディアより

著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「第１次池田内閣（1960.7.19-12.5）」

の写真を省略させていただきます。
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4-1-1
 

神武景気から岩戸景気
 

－成長率循環－

1956年の経済白書

「今や経済の回復による浮揚力はほぼ使い尽く
 された。なるほど、貧乏な日本のこと故、世界の

 他の国々にくらべれば、消費や投資の潜在需要
 はまだ高いかもしれないが、戦後の一時期にくら
 べれば、その欲望の熾烈さは明らかに減少した。
 もはや戦後ではない。われわれはいまや異なっ

 た事態に当面しようとしている。回復を通じての
 成長は終った。今後の成長は近代化によって支
 えられる。」
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鳩山内閣の総合経済６カ年計画

鳩山内閣は1955年１月に総合経済６ヶ年計画を発表。
 最初の政府の経済計画。

この計画の理念として特徴的だったことは、完全雇用
 の実現を初めてとりあげたことで、まだ経済の復興が終
 わっていないと考えていた多くの人々の間で、論争を呼
 ぶ。

例えば、産業界の意見を代表する通産省は、「今、日本
 の経済はどんどん近代化し合理化していく時代。つまり

 生産の現場では人べらしをしコストを下げていくことが重
 要な課題になっている。人を減らさなきゃいけない、能率
 あげなきゃいけない、だから生産性本部も作った。そうい
 う状況の中で完全雇用を実現しようなどというのはとんで
 もない。失業者が出てもしようがないと思うくらいに合理

 化をすべきだ」という意見。
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そのため、両論併記の玉虫色の経済５ヶ年計
 画ができる。重要なことは、目標を達成するため
 には、一方で合理化を進めて生産の単位当りの
 雇用を減らし、過剰化する労働力を吸収できるく
 らい生産を大きするという成長志向の強い経済

 を考えることになる。つまり失業者が出るよりも
 早く経済が成長するという計画となる。

成長への不安が支配的な時代。
←合理化近代化は雇用不安につながる
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1955年戦前基準の経済指標で見て、

生産は1.8倍、消費水準は１０%強上回る。

しかし、貿易はまだ基準に達せず、物価
 上昇の後遺症が残る。物価は、戦前の３０
 ０倍
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計画の目的

１
 

社会資本の充実

２
 

産業構造の高度化への誘導

３
 

貿易と国際協力の促進

４
 

人的能力の向上と科学技術の促進

５
 

二重構造の緩和と社会的安定の確保

計画の目標

１０年間で
 

国民経済の規模を実質値で倍増
 すること
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所得倍増計画
 の実績

計（α）
1970年実績

 
（β） 比率（β/α）

国民総生産（億円） 260,000 452,676 1.7

個人消費支出 151,166 232,305 1.5

民間設備投資 36,206 91,140 2.5

民間個人住宅 5,105 30,467 6

政府投資 28,135 36,978 1.3

国民一人当たり所得（円） 208,601 353,935 1.7

就業人口（万人） 4,869 5,259 1.1

第一次産業 1,154 1,015 0.9

23.7(%) 19.30%

第二次産業 1,568 1,790 1.1

32.2(%) 34.00%

第三次産業 2,147 2,450 1.1

44.1(%) 46.60%

国際収支（百万ドル） 200 1,374 6.9

貿易収支 410 3,963 9.7

長期資本収支 -50 -1,591 31.8

輸出 9,320 18,969 2

輸入 9,891 15,006 1.5

鉱工業生産水準 610 881 1.4

（1965年を１００とする）

GNPデフレーター ― 156.2 ―

（1970年を100とする）
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4-1-2
 

「投資が投資を呼ぶ」
①計画によるアナウンスメント効果のもとで、寡

 占的な企業間の激しい投資競争が発生し、その
 ために「過当競争」が弊害として問題になるよう

 な経済体制が生まれる。

この点は、総合６カ年計画でも、国民所得倍増
 計画でも、貿易為替自由化計画でも同じ。

②世界経済の順調な拡大

③貿易自由化の遅れ＝国内産業の保護、

弱い対外競争力
 

すなわち、日本産業の矮
 小性が強く、過剰に意識される。

→「特定産業振興法案」の立案とその挫折
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‡

※日本銀行統計資料より
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‡
安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版

 

p162-163

 

より
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成長率循環
‡安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版

 

p162-163

 

より
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経済成長率
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‡

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版

 

p165

 

より
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民間設備投資主導

相対的に低い輸出依存率

戦前基準でも、１９８０年代以降と比べても、

旺盛な個人消費の伸び

所得の上昇

都市世帯の増加
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‡

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版

 

p169

 

より
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産業別の設備
 投資

電力と鉄鋼、化
 学、機械などの
 重工業分野中

 心

‡



トランジスタ生産
（写真提供：ソニー）

インスタントラーメン
（写真：ウィキペディアより）

スーパーマーケットの登場
（写真提供：ダイエー）

‡

‡



人口五万以上の都市居住世帯の耐久消費財保有率

0%

10%
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57 59 61 63 65 67 69 71

年月（西暦）

普
及
率

テレビ

冷蔵庫

洗濯機

カラーテレビ

電話

乗用車

乗用車は66年までライ

トバン含む

経済企画庁『消費と貯蓄の動向』を参考に作成



農家世帯の耐久消費財保有率
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普
及
率

テレビ

冷蔵庫

洗濯機

カラーテレビ

電話

乗用車

経済企画庁『消費と貯蓄の動向』を参考に作成
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4-1--3
 

貿易自由化の推進

輸入自由化率の推移

1960年
 

41%
1961年

 
62%

1962年
 

73%
1963年

 
89%

1964年
 

93% 

‡

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版

 

p170

 

より
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高い海外資源
 への依存度

耐久消費財産
 業の国内市場
 依存

‡
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